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社長メッセージ

つながる社会を支える
電子部品メーカーとして、
持続的な成長を実現する

　太陽誘電は「従業員の幸福」「地域社会への貢献」「株主に対する配当責任」を経営理念に

掲げ、その実現に取り組んできました。創業者が掲げたこの理念は、今も当社の根本精神と

して生き続けています。

　2021年度から始動した中期経営計画2025（以下、中計2025）の策定時に、これら理念に

基づくミッションやビジョンを体系化しました。これにより、当社が進むべき方向性や、従業

員が仕事に取り組む上での姿勢が明確になりましたが、私は当社が成長することで社会にど

んな価値をもたらすのかという存在意義も示すべきではないかと考えるようになりました。

　そこで今回、新たに中期経営計画2030（以下、中計2030）をスタートするに当たり、理念

体系にサステナブル・ウェルビーイングという言葉を加えました。これは、人びとや社会が持

続的に幸せな状態でいられるよう、当社の事業活動を通じて貢献したいという意思を表した

ものです。太陽誘電は2030年度を見据え、中計2025をStep1、中計2030をStep2とする

10年にわたる計画を策定しました。その後半戦に挑む上で、これまでも事業活動の根底に

置いてきた考え方を改めて言語化したものです。より明確さを増した理念体系の下、当社は

引き続き、社会課題の解決につながる革新的な技術開発に注力し、ステークホルダーの皆様

への貢献と持続的な成長の両立を目指します。

代表取締役社長執行役員

佐瀬 克也

社会の幸せに貢献する「サステナブル・ウェルビーイング」の実現
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　中計2025を振り返ると、残念ながら経済価値の目標は

未達となりました。スタートから1年半ほどは想定を上回る

ペースで推移していたものの、その後はその反動で市場環

境が悪化し、計画との乖離が広がる結果となりました。環

境が悪かったから仕方がないと考えているわけではなく、

外部要因が6割、内部要因が4割だったと分析しています。

　外部要因としては、コロナ禍や地政学リスクの顕在化な

ど、想定を超える変化が相次いだことが挙げられます。環

境変化の中で各市場の需要も大きく変動しました。例えば

スマートフォン市場の伸びは想定を大きく下回り、一方で

自動車市場や情報インフラ・産業機器市場は大きく伸長。

特に中計後半にはAIサーバー向け需要が急拡大しました。

　内部要因としては、こうした市場の変化に、製品構成と

供給力の面で対応しきれなかった点が挙げられます。また、

当社はこれまでもリスク管理を重視してきましたが、改め

て振り返れば、発生頻度の低いリスクへの対応は形式的な

ものにとどまっていました。コロナ禍や国際紛争によるサ

プライチェーンの混乱などを経験する中で、発生頻度が低

くてもひとたび起これば影響の大きいリスクに対し、どこ

まで現実的に備えられるかが問われたと痛感しています。

中期経営計画2025の振り返り：

目標未達からの教訓を基に
変化への適応力を強化

目標 2025 実績 内容

経済価値

売上高 4,800億円 3,553億円 通信機器向けを中心とした需要減少や在庫調整からの回復の遅れで未達

営業利益率 15％以上 5.6％
売上高の未達と設備投資先行による費用増で、営業利益率は未達
純利益率も低下し、不採算商品の撤退を進めるも、ROE、ROICともに目標には届かず

ROE 15％以上 4.5％

ROIC 10％以上 3.0％

社会価値
環境（E）

GHG排出量 2030年度 △42％ △27.6％ 2030年度の目標達成に向け、順調に進捗

廃棄物 △10％ △0.9％ 毎年改善が進むも、施策の効果の刈り取りが追い付かず未達

水使用量 △10％ △16.9％ 取り組みが順調に進捗し、目標達成

社会価値
社会（S）

度数率 0.08未満 0.10 継続的な取り組みにより確実に改善が進むも、目標に一歩届かず

ワークエンゲージメント 2.5以上 2.28 管理監督者を含めたマネジメント教育などを実施したが、目標未達

新卒女性採用率 30％以上 30.8％※ リクルーター活動を中心とした採用活動を展開し、目標達成

女性管理職比率 2030年度 10%以上 7.7％※ 2030年度の目標値到達へ向け、計画的育成を図り、着実に進捗
※ 2026年4月1日時点実績

これらを通じて得られた教訓は、変化に適応できる体質づ

くりの重要性です。

　中計2030では、社会変化や需要の変動サイクルを読

み切るよりも、変化へ適応する力を高めることを強く意識

しました。ポイントはQ（開発力）C（収益力）D（供給力）

を強化しつつ、柔軟に運用できる体制の整備です。需要

が伸びる局面では確実に応え、需要が弱い局面でも一定

の利益が出せる企業体質へと進化し、環境変化に機敏に

対応できる経営を実現していきます。

 中期経営計画2030

中期経営計画2025の経営指標と実績

社長メッセージ

https://pdf.irpocket.com/C6976/fcDL/a1lE/jjX8.pdf
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　私たちが中長期的に見据える社会の姿とは、あらゆるも

のがネットワーク化されデータがリアルタイムに行きかう、

つながる社会です。その基盤として、近年、特に市場が急拡

大しているのがAIサーバーです。AIの処理能力向上に伴い、

消費電力の増加や電力ロス、発熱などが課題となっており、

その解決に寄与する高性能なMLCCやインダクタの需要が

高まっています。

　MLCCの市場は、裾野の広いピラミッド構造をしており、

底辺に近い汎用品はプレーヤーが多く価格競争も激しい

一方で、頂点に行くほど高い技術力が求められ、対応でき

る企業は限られてきます。当社が注力するのは後者、すな

わちハイエンド領域であり、小型大容量、低消費電力など

難易度の高い顧客需要に対し、当社の強みである多様な

要素技術を組み合わせて対応することで、市場での存在

感を確かなものにしていきます。

　インダクタも用途によって求められる性能が異なります

が、当社が強みを持つのは、小型大電流、基板内蔵型など

次世代設計に対応できる領域です。そこでは基本性能の

向上に加えて、製品サイズなど高い精度が求められ、材料

技術だけでなく、ものづくり力にも強みを持つ当社の勝ち

筋があると考えています。

　電子部品の中でも使用される数量が格段に多い

MLCCは、調達リスクの観点から複数社ソースが一般的

である一方、インダクタの最先端用途では、技術的に突

き抜けた製品がより強いポジションを取れる可能性があ

ります。その意味でも、インダクタは当社が電子部品メー

カーとして存在感を高めていく上で、非常に重要な製品

群と捉えています。

　当社は足元のAIサーバー需要を着実に取り込み、

2026年度のAIサーバー向けMLCCの売上は前年度比

つながる社会への貢献に向けて、
ハイエンド領域の需要に対応

　中計2030では、経済価値の目標を中計2025と同じ水

準に置いています（→P19）。数字だけを見ると前回達成

できなかった目標への再挑戦と受け止められるかもしれま

せんが、実際には各事業・各市場の見通しをアップデート

して新たに設定した目標です。つまり、数字は同じであっ

ても、中身の組み立ては前回とはかなり異なっており、目

標達成の確度も大きく異なると考えています。

　中でも大きな違いが事業ポートフォリオの捉え方です。

中計2025では、積層セラミックコンデンサ（以下、MLCC）

に続く2本目、3本目の柱の育成を重視し、それらの成長

に加えて新規事業の拡大も売上目標に盛り込んでいまし

た。結果としては、インダクタは一定の成果が出たもの

の、通信用デバイスはスマートフォン需要の失速を受け

て大きく落ち込み、新事業の立ち上げも難航しました。こ

うした想定の甘さが目標未達の一因となったことを踏ま

え、中計2030では、より現実的な視点で目標を組み立て

ました。引き続きMLCCを中核に据えつつ、インダクタを

確固たる第2の柱と位置付け、両者を軸に確実な成長を

見込んでいます。

　MLCCとインダクタを両軸とした計画は、目標達成の確

度を高めると同時に、当社がMLCCだけではない、電子部

品メーカーというポジションを確立していくという意思表

明でもあります。安定した成長を実現するには、収益源を

複線化していくことが重要であり、MLCCの競争力を更に

磨くと同時に、インダクタの成長を加速させることでバラ

ンスの取れた企業体質を構築していきます。

　設備投資は、足元で需要が拡大している領域に対して

は投資時期を前倒しすることも検討していきますが、見通

しが不透明な領域まで一律に踏み込むということではあ

りません。将来の成長機会を逃さないことと、投資の規律

を保つことを両立させながら、供給力と収益性の両立を

図っていく考えです。

中期経営計画2030の成長戦略：

「MLCCメーカー」から
「電子部品メーカー」へ

■コンデンサ　■インダクタ　■その他

2025年度 2030年度

製品別売上構成比の変化

社長メッセージ

https://www.yuden.co.jp/jp/ir/2026ar/download/pdf/yuden_ar26_j_p18_p20.pdf#page=2
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　中計2030では、経済価値と社会価値を企業価値向上

の両輪と捉えて双方をバランスよく向上させ、社会で存在

意義のある会社に成長していく方針です。この方針に基づ

き、中計2025からKPIの見直しを行っています。

　環境面では、従来から進めてきたGHG削減の取り組み

を、より長期的な時間軸で捉え直しました。中計2025で

も2030年度を見据えた目標を掲げていましたが、今回は

2050年度を見据えたカーボンニュートラルの方向性を明

確にしています。サプライチェーン全体での環境負荷削減

を強化すべく、これまでScope1、2を中心に進めてきた取

り組みに、Scope3を組み込みました。

　人的資本についても、KPIの見直しを行いました。安全

に関する指標としては、従来の災害発生率の低減から重

篤労働災害ゼロに軸足を移しました。防災訓練やヒヤリ

　太陽誘電は、1950年の創業から長きにわたり、電子部

品の技術革新を通じて安心・安全で快適・便利な社会の

基盤を支えてきました。これから100年企業を目指すに当

たっても、こうした基本姿勢に変わりはありません。従業

員一人ひとりが誇りと好奇心を持って成長し、能力を発

揮できる環境づくりを進めることで、人と社会のサステナ

ブル・ウェルビーイングに貢献する企業であり続けたいと

思っています。

　2026年度は中計2030の初年度です。中計2025では先

行投資による供給力の確保や高付加価値領域へのシフト

ハット防止活動など日々の積み重ねが大切であることに

変わりはありませんが、単に件数を管理するのではなく、

重大な労働災害を起こさない職場をどうつくるかという視

点に立ち返ることを意識したものです。

　また、企業成長の源泉である人材に関しては、新たにHR

ウェルビーイング指数を設定しました。これは、従業員の安

心・健康、働き方、多様性、成長、やりがいおよび組織風土な

どの状態を定量的に把握するための指標として、独自に設定

したものです。

　環境や人的資本に関する取り組みは短期的に結果が見

えやすいものではありませんが、ビジョンやミッション、そ

の根底にある経営理念を実現するために不可欠な取り組

みと捉え、注力していきます。

持続可能な事業基盤を整備：

環境と人的資本へのコミットメント

この先も、ステークホルダーの皆様から
信頼され続ける企業へ

など、未来への布石を着実に打ってきました。これらの取

り組みを土台に、社会課題の解決につながる電子部品やソ

リューションなど要素技術を生かした新たな価値創造を継

続し、すべてのステークホルダーから信頼され、感動を与え

る企業への進化を実現していきたいと考えています。

　ステークホルダーの皆様と対話をしながら更なる成長

を目指していきますので、引き続き太陽誘電へのご支援を

賜りますようお願い申し上げます。　

150％増を見込んでいます（2026年8月時点）。ただし、

私たちはAIサーバーをつながる社会のコア市場と捉え

る一方で、そこだけに偏るのでなく、AIやロボット、自動

車・モビリティ、宇宙、エネルギー、ヘルスケア、環境・資

源循環など、つながる社会を構成する幅広い領域を見据

え、当社の技術力で新たなソリューションを提案してい

きます。それがミッションに掲げるサステナブル・ウェル

ビーイングの実現とともに、当社の持続的な成長をもた

らすと考えています。
代表取締役社長執行役員

社長メッセージ




